
平成1１年３月期　中間決算短信
平成 10 年 10 月 16 日

　１.11年３月中間期の業績（平成 10 年 4 月 1 日 ～ 平成 10 年 9 月 30 日）

(1) 経 営 成 績 (千円未満切捨)

　(注)　1.期中平均株式数

(2) 配 当 状 況

(3) 財 政 状 態

　(注)　1.期末発行済株式数
(額面株式､１単位の株式数 1株)

　 　 　2.有価証券の時価と中間貸借対照表計上額との差額 千円

　 　 　3.中間期末現在のデリバティブ取引の時価と契約額等との差額 千円

対前年中間期 対前年中間期 対前年中間期
増　減　率 増　減　率 増　減　率

      　　   　　千円       　  ％       　　   　千円         　  ％       　　   千円           　  ％

11年３月中間期 735,385  (36.6) 81,416  (39.7） 82,485  (42.3)
10年３月中間期 538,382  58,260  57,957  
10 年 ３ 月 期 1,269,260  146,471  131,763  

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

対前年中間期 １ 株 当 た り
増　減　率 中 間 （ 当 期 ） 利 益

      　　   　千円       　  ％       円　  銭

11年３月中間期 42,986  (34.0)      6,344  86
10年３月中間期 32,073       7,555  65
10 年 ３ 月 期 64,428      11,895  56

中間財務諸表作成基準

中間(当期)利益 会 計 処 理 基 準

中間財務諸表作成基準

会 社 名 ヤフー株式会社
コ ー ド 番 号 ４６８９
本 社 所 在 地 東京都中央区日本橋箱崎町２４番１号
問 い 合 わ せ 先 責任者役職名 管 理 部 長

氏 名 角 田 栄 一 ＴＥＬ 　　（０３）３６６３－４６８９
中間決算 取締 役会 平成 10 年 10 月 14 日 中間配当制度の有無     有 　・　無
中間配当支払開始日 平成  - 年  - 月  - 日
中間連結決算の有無      有 　・　無

１ 株 当 た り １ 株 当 た り
中 間 配 当 金 中 間 配 当 金

     円　 銭      円　 銭

11年３月中間期 ー ー

10年３月中間期 ー ー

10 年 ３ 月 期 ー ー

１ 株 当 た り
株 主 資 本

     　　     　千円      　　     　千円           ％          円　  銭

11年３月中間期 1,456,793  1,053,741  72.3  155,533  83
10年３月中間期 543,955  340,738  62.6   58,747  97

10 年 ３ 月 期 1,247,583  1,018,055  81.6  150,266  47

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率総  資  産

○店

11年３月中間期 6,775 株

10年３月中間期 4,245 株

10 年 ３ 月 期 5,416 株

11年３月中間期 6,775 株
10年３月中間期 5,800 株
10 年 ３ 月 期 6,775 株



1． 当中間期の業績の概況

  当上半期のわが国の経済は、金融システム不安、相次ぐ大手企業の破綻、デフレスパイ

ラル懸念の高まりなどかつてないほど景況感は悪化し、景気は底割れ懸念を強めました。

コンピュータ関連業界に起きましても、7月発売のWindows98 の出荷が個人を中心に比較

的好調であったものの、本格的な市況回復にはいたらず厳しい状況が続きました。

  しかし、この様な状況にもかかわらず、日本のインターネット利用者は急速に拡大を続

けており、郵政省が発表した通信白書によると、平成 17年に日本のインターネット利用者

は 4,136万人となり、現在の携帯電話並みにインターネットは普及すると予想しています。

 このような状況の中で、当社の当中間期における概況は以下の通りであります。

  広告事業におきましては、売上高で 522,739千円（前年同期比 39.5%増）と対前年同期

比で 147,985 千円の増加となりました。これはインターネットユーザーの増加、海外クラ

イアントとの取り引きの増加、インターネット広告の認知度の向上、ページビュー増加に

伴う広告掲載スペースの増加、クライアントニーズに応えた新商品の開発などによります。

 業務請負事業に置きましては、売上高が 149,799 千円（前年同期比 44.1% 増）と対前年

同期比で 45,849千円の増加となりました。これは、当社がソフトバンク株式会社より編集

を委託されております Yahoo! Internet Guideの実売部数が 13万部を越えインターネット

関連でNO.1 雑誌に成長したことが大きな要因であります。

  情報掲載事業におきましては、前年上半期ヤフートラベルのサービスが開始されていな

かったこともあり、51,755千円（前年同期比 634.7%増）と対前年同期比で 44,711千円の

増加となりました。

  技術関連事業におきましては、株式会社サイバーマップ・ジャパンからサーバーの運用

保守業務を受託いたしましたが、ジャストシステム株式会社へのミラーサイトサービス等

がなくなったため、6,440千円（前年同期比 29.5%）と対前年同期比で 2,695千円の減少と

なりました。

  以上の結果、当中間期における全社の売上高は 735,385千円（前年同期比 36.6%増）、営

業利益は 81,416千円（前年同期比 39.7％増）、経常利益は 82,485千円（前年同期比 42.3％

増）となりました。

 （なお、今期の業績の詳細に付きましては、「1998年度第 2四半期および上半期の事業概

況について」をご参照ください。）



2． 通期の事業見通し

  通期につきましては、検索サービスや情報提供サービスの充実に加え、米国 Yahoo と同

様の各種サービスを追加していくことにより、「No.1インターネット・メディア・カンパニ

ー」としての地位を確立・維持していきます。現在素手に 1日 1500万ページを越えるユー

ザーからのアクセスがありますが、国内のインターネット・ユーザー数も急成長を続ける

ものと予想されており、ますます広告メディアとしての価値が高まるものと考えられます。

米国の例を見ても、インターネット広告支出はアクセス数が上位のサイトに集中する傾向

がありますので、No.1であり続けることがきわめて重要であると認識しております。

  従って、通期においては日本経済がデフレ傾向を強め一層の景気後退が懸念されており、

インターネット広告市場の成長スピードが一時的に阻害される可能性がありますが、当社

としては上記目標を第一義として事業の拡大を目指します。

  通期の当社の業績予想に付きましては、インターネット広告市場そのものがまだ発展途

上であり、現時点において規模の拡大スピード等が明確ではないため記載いたしておりま

せん。



3．中間貸借対照表

当中間会計期間末   前中間会計期間末

（平成10年9月30日現在）

【資産の部】

流　動　資　産
現 金 及 び 預 金 217,912 46,605 129,298
売 掛 金 323,064 219,125 243,234
有 価 証 券 451,807 60,586 560,532
前 払 費 用 37,923 31,205 44,451
そ の 他 の 流 動 資 産 8,910 7,164 5,178
貸 倒 引 当 金 △1,370 △1,139 △1,301

流 動 資 産 合 計 1,038,247 363,547 981,395

固　定　資　産
有形固定資産
建 物 附 属 設 備 711 388 766
器 具 及 び 備 品 176,084 93,619 122,210

有 形 固 定 資 産 計 176,795 94,007 122,976

無形固定資産 1,294 776 1,294

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券 56,004 － 56,004
関 係 会 社 株 式 100,000 － －
長 期 貸 付 金 894 2,004 　1,222
長 期 前 払 費 用 27,688 28,351 28,822
差 入 保 証 金 55,867 55,267 55,867

投資その他の資産計 240,455 85,623 141,917

固 定 資 産 合 計 418,545 180,408 266,188

資 産 合 計 1,456,793 543,955 1,247,583

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　目
前事業年度の要約貸借対照表

（平成9年9月30日現在） （平成10年3月31日現在）



当中間会計期間末   前中間会計期間末

（平成10年9月30日現在）

【負債の部】

流　動　負　債
買 掛 金 17,875 39,733 15,117
未 払 金 127,067 78,375 91,216
前 受 収 益 14,978 11,415 4,745
未 払 賞 与 50,239 － －
未 払 法 人 税 等 39,852 26,825 56,200
未 払 事 業 税 等 12,231 7,252 16,400
未 払 消 費 税 等 14,936 － －
賞 与 引 当 金 － 36,330 41,742
新 株 引 受 権 3,470 － －
そ の 他 流 動 負 債 6,733 3,283 　4,105

流 動 負 債 合 計 287,384 203,217 229,528

固  定　負　債
新 株 引 受 権 付 社 債 115,667 － －

固 定 負 債 合 計 115,667 － －

負 債 合 計 403,051 203,217 229,528

【資本の部】

資　　本　　金 434,787 290,000 434,787

資　本　準　備　金 500,175 － 500,175

利  益  準  備  金 730 － －

そ　の　他　の　剰　余   金

中間(当期)未処分利益 118,049 50,738 83,092

資 本 合 計 1,053,741 340,738 1,018,055

負 債 ・ 資 本 合 計 1,456,793 543,955 1,247,583

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　目
前事業年度の要約貸借対照表

（平成9年9月30日現在） （平成10年3月31日現在）



4.中間損益計算書

　　　　　　期　　別 自　平成 10年 ４月　１日 自　平成 ９年 ４月　１日 自　平成 ９年 ４月　１日
科　　目 至　平成 10年 ９月３０日 至　平成 ９年 ９月３０日 至　平成 10年 ３月３１日

金　　　　　　額 百分比 金　　　　　　額 百分比 金　　　　　　額 百分比

売　　上　　高 　735,385 100.0% 　538,382 100.0% 　1,269,260 100.0%

売　上　原　価 　48,008 6.5% 　65,235 12.1% 　109,631 8.6%

売　上　総　利　益 　687,377 93.5% 　473,147 87.9% 　1,159,628 91.4%

販売費及び一般管理費 　605,960 82.4% 　414,886 77.1% 　1,013,157 79.8%

営　　業　　利　　益 　81,416 11.1% 　58,260 10.8% 　146,471 11.5%

営　業　外　収　益 　4,028 0.5% 　1,385 0.3% 　5,359 0.4%

営　業　外　費　用 　2,960 0.4% 　1,688 0.3% 　20,067 1.6%

0.0% 0.0% 0.0%

経　　常　　利　　益 　82,485 11.2% 　57,957 10.8% 　131,763 10.4%

特　別　利　益 － － － － － －

特　別　損　失 － － － － － －

　82,485 11.2% 　57,957 10.8% 　131,763 10.4%
法人税及び住民税 　39,499 5.4% 　25,883 4.8% 　67,335 5.3%

中 間 ( 当 期 ) 利 益 　42,986 5.8% 　32,073 6.0% 　64,428 5.1%
前 期 繰 越 利 益 　75,062 　18,664 　18,664
中間(当期)未処分利益 　118,049 　50,738 　83,092

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

税引前中間(当期)利益



5．品目別売上高

（単位：千円）

          期         別 当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度

品　　　　目 金　　　　　　額 金　　　　　　額 百分比 金　　　　　　額

163,628

自　平成 10年 ４月　１日 自　平成 10年 ４月  １日 自　平成 ９年 ４月　１日
至　平成 10年 ９月３０日 至　平成 ９年 ９月３０日 至　平成 10年 ３月３１日

百分比

広　告　事  業　売　上　高 522,739 71.1% 374,753 69.6% 908,803 71.6%

212,645 28.9% 30.4%

百分比

360,456 28.4%

合                      計 735,385 100.0% 538,382 100.0% 1,269,260 100.0%

そ　　　　　の　　　　　他



（中間財務諸表作成の基本となる事項）

１．事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則及び手続と異なる会計処理の基準
　(1) 減価償却費の計上基準

を中間会計期間の負担額とする方法によっております。
  (2) 賞与引当金繰入額の計上基準

未払賞与を計上しております。
　(3) 法人税及び住民税並びに事業税の計上基準

しております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法 
　(1)取引所の相場のある有価証券

総平均法による原価法
　(2)その他の有価証券

総平均法による原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法 
法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法を採用しております。

４．その他中間財務諸表作成のための基準となる重要な事項 
　(1)消費税等の会計処理

益はそれぞれ14,936千円少なく計上されております。
　(2)適格退職年金制度

平成9年2月1日から、20年以上勤続かつ満50才以上の従業員退職者の退職年金並びに勤続3年以上20年未満の従業員
退職者の退職一時金について、適格退職年金制度を採用しております。

５．注記事項
　（中間貸借対照表関係）

期別
項目
有形固定資産の 千円 千円 千円
減価償却累計額 67,149 18,338 41,184

 （中間損益計算書関係）

期別

項目
営業外収益 千円 千円 千円
　受取利息 2,658 293 1,234
　為替差益 1,250 － 2,001

営業外費用
　社債利息 951 － －
　為替差損 － 171 1,125
　新株発行費 － 816 6,940
  公開費用 － － 12,001
  社債発行費 2,008 － －

減価償却実施額
有形固定資産 25,965 11,416 41,484

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末
（平成10年9月30日現在） （平成9年9月30日現在） （平成10年3月31日現在）

至　平成10年9月30日 至　平成9年9月30日 至　平成10年3月3１日

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度
自　平成10年4月　1日 自　平成9年4月　1日 自　平成 9年4月　1日

当中間会計期間より消費税等の納税義務が生じておりますので、消費税等の会計処理を税抜方式に変更しております。
これに伴い、前中間会計期間と同一の基準によった場合に比べ、営業利益は15,030千円、経常利益及び税引前中間利

期首から保有する資産については年間償却額の12分の6を、期中取得資産については年間償却額の所有月数按分額

賞与引当金繰入額は、従来次期支給見込額のうち当期対応分の金額について計上しておりましたが、当中間会計期間
より当該会計期間に対応する賞与を各期末日に確定する方式に変更いたしましたので、賞与引当金の計上の必要はなく、

法人税及び住民税並びに事業税は、中間会計期間を一事業年度とみなして中間申告を行うこととした場合の税額を計上



６．有価証券の時価等

（注）　上記の時価情報開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額は次の通りであります。
　　流動資産に属するもの

当中間期末 前中間期末 前事業年度
     (平成10年9月30日現在) (平成9年9月30日現在) (平成10年3月31日現在)

　　　ＭＭＦ 451,807 千円 60,586 千円 460,991 千円
　　　割引金融債 － － 99,541

    固定資産に属するもの
            非上場株式 156,004 千円 － 千円 56,004 千円
    （店頭売買株式を除く）

100,000 千円 － 千円 － 千円

7．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(1).取引の状況に関する事項
　　当社は、基本的にはデリバティブ取引は利用しておりませんが、将来の為替レートの変動リスクを回避する
    することを目的に、信用度の高い国内の銀行を契約先とした為替予約取引を利用しております。なお当該取
    引は管理部において実行及び管理を行い、担当取締役及び関係部門長に報告し、承認を受けております。

(2).取引の時価等に関する事項

 うち関係会社株式  うち関係会社株式 うち関係会社株式

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（単位：千円未満切捨）
    期    別 当中間期末 前中間期末 前  期  末

(平成10年9月30日現在) (平成9年9月30日現在) (平成10年3月31日現在)

  種  　類
(1)流動資産に属するもの

株　　　　　　式 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
債　　　　　　券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ　　 の 　　他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

小     計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
(2)固定資産に属するもの

株　　　　　　式 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
債　　　　　　券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ　　 の 　　他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

小     計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
合　　　　計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

中 間 貸 借
対 照 表 価 額

時　　価 評価損益 時　　価中 間 貸 借
対 照 表 価 額

貸 借 対 照 表
価 額

時　　価 評価損益 評価損益

通  貨  関  連 （千円未満切捨）

うち 1 年超 うち 1 年超

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

（注） 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している
外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象
から除いております。

区   分 種   類
当中間期（平成10年9月30日） 前期（平成10年3月31日現在）

契 約 額 等
時価 評価損益

契 約 額 等
時価 評価損益

市場取引以外の取引

合    計

売   建

為替予約取引
買   建

為替予約取引




